
令和元年度中小企業技術者研修 

（製紙基礎課程） 

受講者募集のご案内 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

このたび岐阜県産業技術総合センター 繊維・紙業部では、県内の紙関連中小企業者またはその従業

員を対象に、中小企業技術者研修（製紙基礎課程）を下記のとおり開催します。本研修では、製紙の基

本となるパルプの標準叩解法と紙の試作ついての基礎知識の修得を目指します。 

ご多用中とは存じますが、是非ともご参加くださいますようご案内申し上げます。 

 

記 

 

研 修 期 間   令和元年１１月１３日（水） １３：３０～１６：１０ 

 

研 修 内 容   製紙技術に関する研修（別添スケジュールのとおり） 

講師：岐阜県産業技術総合センター繊維・紙業部職員 

 

研 修 場 所   岐阜県産業技術総合センター 

  〒５０１－３２６５ 関市小瀬１２８８ 

 

受 講 対 象    県内中小企業者又はその従業員 

 

募 集 人 数   ６名 

定員に達し次第、締め切りますのでご了承下さい。また、定員を超えた場合、

複数名の申込をされた企業の方で調整をさせて頂く場合があります。 

 

受 講 費 用   無料 

 

申 込 方 法   受講申込書に必要事項を記入捺印の上、以下の申込先に郵送して下さい。 

ご不明な点がございましたらお問い合わせ下さい。 

 

締 め 切 り    １０月２４日（木）【必着】 

          （定員に達し次第、期日前でも締め切りますのでご了承願います） 

 

申  込  先   岐阜県産業技術総合センター 繊維・紙業部 

                〒501-3265 岐阜県関市小瀬 1288 

 

［お問い合わせ］ 

研修担当 繊維・紙業部 大平・浅野 

TEL 0575-29-7156(繊維・紙業部ダイヤルイン)／0575-22-0147(代表)  

FAX 0575-24-6976 



スケジュール 

令和年度中小企業技術者研修 

（製紙基礎課程） 
                         

                日時：令和元年１１月１３日（水） １３：３０～１６：１０ 

                  場所：岐阜県産業技術総合センター 
 

【研修スケジュール】 

内   容 時 間 

開講 あいさつ １３：３０～１３：４０ 

   移動 （５分） 

①『配向性抄紙機について』 

（使用機器：配向性抄紙機） 
１３：４５～１４：４５ 

   休憩 （１０分） 

②『ＪＩＳに基づく叩解試験について』 

（使用機器：ナイヤガラビーター、ＰＦＩミル） 
１４：５５～１５：５５ 

   移動 （５分） 

・閉講 あいさつ １６：００～１６：１０ 

 

※２斑に分かれて受講 【Ａ斑（①→②）、Ｂ斑（②→①）】 

 

【研修内容】 

①『配向性抄紙機について』 

 紙の試作はタッピシートマシンで行われ、その紙は配向性（紙の縦横）がありませんでしたが、当セ

ンターに新規導入された「配向性抄紙機」は、配向性のある紙が試作できます（縦１００×横２４ｃｍ）。

そこで、本研修では、「配向性抄紙機」の原理・使用方法を説明し、実際に機器を操作して“配向性”

のある紙を試作していただきます。 

 

②『ＪＩＳに基づく叩解試験について』 

 パルプの叩解性は紙の物性に大きく影響します。パルプの標準叩解法は、ＪＩＳ Ｐ８２２１ 「パ

ルプ－叩解法」第１部：ビーター法、第２部ＰＦＩミル法に規定されています。これにより、統一され

た条件で叩解ができ、異なるパルプの叩解性の比較が可能となります。そこで、本研修では、ＪＩＳの

叩解法を説明し、実際のナイヤガラビーター、ＰＦＩミルそれぞれの機器を使用していただきます。 

 

 

 

 

 

 



別記第１号様式（第９条関係） 

 

受 講 申 込 書 

 

 

 岐阜県産業技術総合センター所長 様 

 

 岐阜県産業技術総合センターが行う令和元年度中小企業技術者研修（製紙基礎課

程）に下記の者を受講させたいので、本書のとおり申し込みます。 

 なお、受講に際して、当事業所は、①研修生は身元確実で品行方正であること、

②研修生が欠席、遅刻、早退しないよう事業主として協力すること、③研修生の責

に帰すべき理由により器物を損傷したときは弁償することを保証します。 

 

記 

 

 所 属 及 び 職 名                         

 

フ リ ガ ナ 

 氏     名                  （   才 ）   

 

 令和元年  月  日 

 

      事業所名 

 

      代表者名                                  印 

 

   住  所  〒 

 

   電話番号 

 

 

＜本件に関する連絡等の担当窓口＞ 

    

   担当者(所属・氏名) 

 

住 所 〒 

    

   電話番号           ＦＡＸ 

 

e-mail 

 


